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６月１日から開始　ー地域と高齢者をつなぐ新たな取り組みー
　高齢者いきいきおでかけ支援事業

平成30年度からの介護保険料が変わりました

高齢者が、地域活動や社会参加に気軽に参加できるよう、バス、タクシー、フェリーな
ど公共交通機関で使用できる交通費助成券（5,000円分）を交付します。75歳以上の対
象者には、申請書を送付していますので、交付を希望され、まだ申請していない場合は、
申請をお願いします。

　
平
成
30
年
３
月
31
日
現
在
、

平
戸
市
の
65
歳
以
上
の
高
齢
者
人

口
は
１
万
２
，
２
１
１
人
、
高
齢

者
人
口
の
割
合
は
38
．
４
％
と

な
っ
て
い
ま
す
。
高
齢
者
人
口
は
、

現
在
が
ピ
ー
ク
期
に
あ
り
、
数
年

間
は
横
ば
い
で
、
そ
の
後
は
緩
や

か
に
減
少
す
る
見
込
み
で
す
。

　
し
か
し
そ
の一方
で
、
０
〜
64
歳

の
人
口
も
減
少
す
る
た
め
、
高
齢

化
率
は
継
続
的
に
上
昇
す
る
見
込

み
で
、
平
戸
市
は
全
国
平
均
よ
り

も
20
年
以
上
早
く
高
齢
化
が
進
ん

で
い
く
と
予
想
さ
れ
ま
す
。

　
少
子
高
齢
化
に
伴
い
、
地
域
の

ニ
ー
ズ
も
変
化
、
多
様
化
し
て
い

ま
す
。
平
成
29
年
度
に
実
施
し
た

高
齢
者
実
態
調
査
に
よ
る
と「
地

域
の一
員
と
し
て
、
元
気
で
最
後

ま
で
在
宅
で
暮
ら
し
た
い
」と
回

答
し
た
高
齢
者
が
最
も
多
く
、
国

が
推
進
す
る
医
療
、
介
護
、
住
ま

い
、
介
護
予
防
、
生
活
支
援
が一

体
的
に
提
供
さ
れ
る「
地
域
包
括

ケ
ア
シ
ス
テ
ム
」の
考
え
と一
致
し

ま
す
。「
介
護
予
防
」を
目
的
と

し
た
地
域
で
の
交
流
の
場
の
提
供
、

「
生
活
支
援
」サ
ー
ビ
ス
の
提
供
、

認
知
症
に
対
す
る
理
解
の
支
援
な

ど
、
病
気
に
な
っ
た
ら「
医
療
」に

よ
る
治
療
、
介
護
が
必
要
に
な
っ

た
ら「
介
護
サ
ー
ビ
ス
」を
高
齢
者

が
住
み
慣
れ
た
地
域
で
生
活
で
き

る
よ
う
、
地
域
資
源
の
活
用
や

サ
ー
ビ
ス
の
充
実
・
拡
充
が
求
め

ら
れ
て
い
ま
す
。

　　
地
域
包
括
ケ
ア
シ
ス
テ
ム
の
推

進
を
図
る
た
め
に
は
、
自
助
・
互

助
・
共
助
・
公
助
の
役
割
分
担

と
連
携
が
必
要
で
す
。

　
今
後
は「
医
療
・
介
護
の
連

携
」「
認
知
症
施
策
の
充
実
」「
生

活
支
援
体
制
の
整
備
」を
行
い
ま

す
。
ま
た「
介
護
予
防
」「
生
活
支

援
」の
視
点
か
ら
、
高
齢
者
が
気

軽
に
参
加
で
き
る
通
い
の
場
の
拡

充
や
外
出
機
会
の
拡
大
、
社
会
参

加
の
た
め
の
移
動
支
援
事
業
の
実

施
や
地
域
住
民
同
士
に
よ
る
助
け

合
い
活
動
を
推
進
・
支
援
し
て
い

き
ま
す
。

少
子
高
齢
化
が
加
速

最
後
ま
で
自
宅
で
暮
ら
し
た
い

地
域
包
括
ケ
ア
シ
ス
テ
ム
に
お

け
る
地
域
の
役
割
が
重
要

■対象者
　平成３０年４月１日現在で市内に住民登録している７５歳以上
　の人、または７０歳以上75歳未満で運転免許を自主返納し
　た人

■申請受付場所
　本庁長寿介護課、各支所、各出張所、度島連絡所

■必要書類
　①印かん②本人確認ができる身分証など③運転免許自主
　 返納者は、運転免許取消し通知書もしくは運転経歴証明書

いきいきおでかけ券を使用できるのは、交付を受けた本人だけです。
また離島在住者や老人クラブ、いきいきサロン、通いの場などに所
属・加入している人には、基本券に加算して交付します。

第７期高齢者福祉計画
介護保険事業計画を策定しました

問　長寿介護課　介護保険班☎２５８１・高齢者支援班☎２５９０

所得
段階

１

２

３

４

５

６

７

８

９

基準額
×0.45

基準額
×0.75

基準額
×0.75
基準額
×0.90

基準額

基準額
×1.15

基準額
×1.30
基準額
×1.60
基準額
×1.70

保険料年額
（月額）

33,300円
（2,778円）

55,500円
(4,631円)

55,500円
(4,631円)

66,600円
(5,557円)

74,100円
(6,175円)

85,200円
(7,101円)

96,300円
(8,027円)

118,500円
(9,880円)

125,900円
(10,497円)

生活保護受給者、老齢福祉年金受給者で世帯全員が住民税非課税の人。
または世帯全員が住民税非課税で、前年の「課税年金収入額＋その他の合
計所得金額※１」が80万円以下の人

世帯全員が住民税非課税で、前年の「課税年金収入額＋その他の合計所得
金額」が80万円を越え120万円以下の人

世帯全員が住民税非課税で、前年の「課税年金収入額＋その他の合計所得
金額」が120万円を超える人

世帯の誰かに住民税が課税されているが、本人は住民税非課税の人で、前
年の「課税年金収入額＋その他の合計所得金額」が80万円以下の人

世帯の誰かに住民税が課税されているが、本人は住民税非課税の人で、前
年の「課税年金収入額＋その他の合計所得金額」が80万円を越える人

本人が住民税課税で、前年の「合計所得金額※２」が120万円未満の人

本人が住民税課税で、前年の「合計所得金額」が120万円以上200万円未
満の人

本人が住民税課税で、前年の「合計所得金額」が200万円以上300万円未
満の人

本人が住民税課税で、前年の「合計所得金額」が300万円以上の人

※１「その他の合計所得金額」とは合計所得金額から年金収入にかかる雑所得を除いた額。
※２「合計所得金額」とは収入から公的年金控除や給与所得控除や必要経費を控除した額で、基礎控除や人的控除などの控
　　除をする前の所得金額。

所得などの条件 保険料率

高齢者人口の増加に伴い、在宅を中心とした介護サービスの費用が今後も増加することから、それをまか

なうために平成３０年度から３年間の第７期の介護保険料を改定しました。具体的には、介護保険料（月額）

の基準額が、5,580円から6,175円へ１０.７％の増額になりました。

（平成30年～平成32年）

一人一人の高齢者が「自分らしさ」を発揮しながら
　　　　　　　生涯「自分らしく」笑顔で暮らし続けることができるまちを目指して

一人一人の高齢者が「自分らしさ」を発揮しながら
　　　　　　　生涯「自分らしく」笑顔で暮らし続けることができるまちを目指して


